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地域への観光客の入込数に交通インフラ整備や交通サービス水準が及ぼす影響について，特定地域に着

目した時系列的な分析，あるいは既存の交通・観光統計を用いたクロスセクションの都市間交通モデルに

よる分析等が行われてきた．しかしこれらは，入込客数統計の精度の問題や，季節波動への対応の困難さ，

観光地の魅力モデル構築の困難さを抱えている．  

本研究は，上記の課題を克服する一つの方法として，地域の人口流動統計であるモバイル空間統計の活

用を考え，幹線交通の距離抵抗が観光地の入込客数や宿泊者数に及ぼす影響を検討した．具体的には，観

光地別の観光入込客数および宿泊者数の距離抵抗に対する弾性値を分析する簡便なモデルを提案し，モバ

イル空間統計データと全国幹線旅客純流動調査データを利用してモデル推定結果を行い，弾性値の違いを

説明する交通・観光特性を抽出した．  
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1. はじめに 

  

現在，我が国は人口の減少や少子高齢化問題などによ

り地域経済は構造変化の転換期になっているおり，高い

経済波及効果，雇用創出効果をもたらす観光産業はその

切り札として期待されている.そのため，観光動向をデ

ータとして正確に把握し，政策の企画立案や事前・事後

評価を行うことがますます重要となっている. 

観光立国推進基本法(2006)では，「国は観光立国の実

現に関する施策の策定及び実施に資するため観光旅行に

係る消費の状況に関する統計，観光旅行者の宿泊の状況

に関する統計その他の観光に関する統計の整備に必要な

施策を講ずるものとする」として，今日に至るまで観光

関連統計の整備を積極的に進めてきた.この過程で，宿

泊者数は全国統一の方法で都道府県別にその数が把握さ

れるようになったが，一方で観光入込客数については，

全ての都道府県のデータが揃っていない上に，国が統計

作成上守るべき基準を定め，それを基に都道府県が調査

を実施し報告する形式となっているため，データの精度

はまちまちである.海老沼(2014)は，「意味のある(統計と

して使用することが出来る)統計とは言い難い」と指摘

している 1)
. 

観光客に対する幹線交通サービスの充実化を考える上

で，観光客の地域間流動を知る必要がある.現時点では，

地域間の交通流動は全国幹線旅客純流動調査(国土交通

省)，道路交通センサス(国土交通省)，航空旅客動態調査

(国土交通省)などで把握している.いずれの調査でも，秋

期の特定日の調査に留まっており，季節変動などが考慮

されないこと，調査票の回収率の低さによるサンプル数

の少なさなどを理由として必ずしもニーズに一致したデ

ータであるとは限らないことや，調査にかかるコストな

どが問題として指摘されている 2)
.不確実性や季節変動な

どの特性を持つ観光動向をより正確に把握するためには

季節別，または年間を通しての調査が求められているが，
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以上のように現実は厳しい.そこで，GPS で大量に取得

した位置情報をベースにした調査手法が検討され始めて

いる. 

そのようなデータの一つに，株式会社ドコモ・インサ

イトマーケティングが作成・提供する「モバイル空間統

計」がある.これは，携帯電話端末の分布に基づき人口

分布を推計するものであり，この技術を用いることによ

ってある時点におけるメッシュ別や自治体別の人口動向

を 365 日，1 時間ごとに把握できる.居住地別のメッシ

ュ・市町村区の滞在人口も把握できるため，観光動向の

把握に強力なデータとなり得るのである. 

本研究はこのモバイル空間統計を利用し，観光地の入

込客数や宿泊客数を把握した上で，幹線交通の距離抵抗

がそれらに及ぼす影響を分析する方法の提案を試みたも

のである. 

地域観光に対する交通インフラの整備効果の評価を行

った研究として道路整備によるアクセス性向上が観光に

及ぼす可能性について検討したものが見られる 3)
.これは

北海道横断自動車道夕張―十勝清水間の整備前後におい

て，道路整備に伴う交流圏の変化による影響を分析した.

時間圏域(時間内に到達できる圏域)ごとの交流圏人口と

交流圏日帰り客数の相関分析を行い，両者に高い相関が

あることを示した.交通アクセスと観光入込客の関係性

に着目した研究では 3大都市圏からの所要時間の合計値

と観光入込客数の増減について明らかにし，観光地の入

込客数の変化に焦点をあて，既存調査の結果をパターン

化することにより観光地の種類，規模等と入込客数の時

系列変化の関係を明示した分析 4)などが見られる. 

また，十分に整備がされておらず，データ，研究の蓄

積の少ない観光統計の状況から，個票単位のデータと総

数が整備されたデータを組み合わせることにより，観光

目的の都市間交通動態を把握して分析を行った研究が見

られる 5)
. 

観光統計の整備状況は前述したとおり，最近になって

やっと全国共通のものが整い始めてきたところである.

ゆえに既存研究において，アクセシビリティ条件が入込

客数に及ぼす影響を分析した研究のほとんどが，大規模

市場からの観光客の誘因力を明らかにしようとしたもの

や，1 地点でのアクセシビリティ条件の向上を経年変化

によって明らかにするものであり，全国の観光動向を同

一基準により把握し，全国比較した研究は行われていな

い. 

本研究では，モバイル空間統計を利用した滞留人口分

布データと都市間交通サービス水準の公表データを組み

合わせることにより，今まで 1地点においての経年変化

による分析にとどまっていた交通アクセスと観光入込客

数の関係性を全国同時点での比較分析を行う. 

 

2.  観光入込客数および宿泊者数と距離抵抗の関

係を表現するモデルの定式化 

 

(1)訪問率曲線の定式化 

分布交通量の予測をする際，ゾーン間の交通需要と交

通要因の関係性を示す式の一つにグラビティモデルがあ

る.これは式(1)のように，出発地 iと目的地 jの間の流動

量 Tijが出発地ポテンシャル Gi，目的地ポテンシャル Aj，

距離抵抗Dijの 3変数によって説明されるモデルである. 

 
ij
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D
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ここで α，β，γ，k はパラメータである.観光流動の分

析では，目的地ポテンシャルとして魅力度指標のような

変数を使用することが多いが，その変数選択は実用上難

しい. 

そこで，モバイル空間統計では居住地別の市町村滞留

人口が使えることを活かして，この問題の解決方法を検

討する.今，ある目的地に着目し，ある居住地在住者の

当該目的地の滞留人口を当該居住地の定住人口で除した

「訪問率」を算出する.例えば，ある居住地の定住人口

が 10 万人で，そこの住民がある目的地で 100 人滞留し

ていたとすると，訪問率は 0.001 となる.当該目的地につ

いて全居住地の定住人口の訪問率を算出し，それと距離

抵抗との関係を見る.距離抵抗が大きければ訪問率は小

さいと考えることが自然であり，以下の指数関数を訪問

率曲線に適用することを考える. 

 

 
ijij DS   exp  (2) 

 

ここで，Sijは目的地 j の居住地 i からの訪問率，Dijは ij

間の距離抵抗，α，βはパラメータである. 

 

 

図-1 訪問率曲線の概要 

 

ここで訪問率(入込客数もしくは宿泊客数)と距離抵抗
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の関係は，目的地ごとのパラメータ αjおよび βjで表現さ

れる.αjが大きく βjが小さい目的地はより多くの集客が見

込めることになる. 

αjは距離抵抗が“0”の時の訪問率を表す数値である.

いわば観光客が目的地へ所要時間や費用をかけずに到達

できた場合の訪問率の最大値を表し，「目的地の魅力度」

を代替する値であると考えられる.すなわち αjが高い目

的地は，その魅力が高いと言え，以降は「集客魅力度」

と称する. 

一方，βjは距離抵抗による集客量の逓減率を表す数値

であり，これが大きい場合は，少しの距離抵抗の増加が

集客数の大きな低下につながる目的地であると見なせる.

以降は「集客逓減率」と称する. 

 

(2)アクセシビリティ改善が訪問率に及ぼす影響 

 ここでは，アクセシビリティ改善(距離抵抗減少)が訪

問率に及ぼす影響について，αj と βj の 2種類のパラメー

タの変化から 3つのケースについて考察をする. 

 

(a)ケース 1：βjが変化する場合 

 

 

図-2 βjが変化する場合の訪問率曲線 

 

図-2は，アクセシビリティ改善による目的地までの距

離抵抗の低下等により αjは変化せず，βjが増加または減

少した場合の訪問率曲線の変化を示している.アクセシ

ビリティー改善前に，ある居住地からの距離抵抗が C

で，そこからの訪問率は Scである場合を考える. 

始めに βjが増加する場合を考える.これは交通利便性

の向上が観光客誘致における競合相手の増加を促し，そ

の結果観光客の分散化が起こった場合を想定している.

訪問率曲線が下方に移動するため，改善後に同じ訪問率

を維持するためには距離抵抗がC′0に減少する必要があ

る.距離抵抗が十分に減少しない場合には，訪問率が逆

に減少してしまう可能性がある. 

逆に βjが減少する場合を考える.これは魅力的な交通

インフラが導入され，アクセシビリティ改善効果以上の

集客が期待できる場合を想定している.この場合，距離

抵抗がC′0に減少すると，訪問率は大幅に増加すること

が期待できる. 

 

(b)ケース 2：αjが変化する場合 

 

 

図-3 αjが変化する場合の訪問率曲線 

 

図-3は，アクセシビリティ改善による目的地までの距

離抵抗の低下等により αjが増加し，βjは変化しない場合

の訪問率曲線の変化を示している.アクセシビリティー

改善前に，ある居住地からの距離抵抗が C で，そこか

らの訪問率は Scである場合を考える. 

交通利便性の変化が目的地自体の魅力の増減に影響を

与える場合に αj が変化すると想定している.図-3 に示す

通り αjが増加した場合，訪問率曲線が上方に移動するた

め，改善後距離抵抗がC′に減少すると，訪問率は目的地

までの距離抵抗の減少による増加分と地域自体の魅力の

増加分の両者の影響を受け，大幅に増加することが期待

できる. 

 

(c)ケース 3：αjと βjが共に変化する場合 

 

 

図-4  αj，βjが共に変化する場合の訪問率曲線 

 

図-4は，アクセシビリティ改善による目的地までの距

離抵抗の低下等により αj，βjともに変化した場合の訪問

率曲線の変化を示している.これは交通利便性の変化が

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 4 

地域自体の魅力の増減に影響し，かつ観光客誘致におけ

る競合相手の増加・減少を促し，その結果集客数に変化

が起こる場合を想定している. 

この時，改善前の距離抵抗がその前後における訪問率

曲線の交点(C)とのに位置関係によって変化の方向が異

なる.改善前の距離抵抗がCより小さければケース 2，大

きければケース 1 と同じ説明となる.言わば，より遠方

からの集客数は増加しにい構造となっているが，それは

目的地までの距離が遠いほど選択肢が多く，競合相手が

多いからであると考えられる. 

 

 

3. 訪問率曲線の推定結果 

 

 モバイル空間統計による入込客数の推定値と全国幹線

旅客純流動調査データにより算出した距離抵抗(一般化

費用)を用い両値を指数関数で最少二乗法により回帰し，

集客と距離抵抗の関係性を式(2)で表現することにより

パラメーターαj 及び βj を推定する. 

 

表 - 1 使用データ 

観光入込客数及び宿泊者数 

  モバイル空間統計(2015年度) 

生活圏間の所要時間・費用 及び交通機関分担率 

  第5回(2010年度)全国幹線旅客純流動調査 

交通機関分担率 

  費用便益分析マニュアル(H20) 

  港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル(H16) 

  鉄道プロジェクトの事業評価手法マニュアル(H24) 

  空港整備事業の費用対効果分析マニュアルVer.4(H18) 

 

(1)データの概要 

 入込客数及び宿泊者数データに関して全国共通の手法

で年間を通して安定的に人口動態を把握するデータとし

て，今回は株式会社ドコモ・インサイトマーケティング

が作成・提供する「モバイル空間統計」を利用する.こ

れは携帯電話端末の分布に基づき人口分布の推計値を示

す統計情報であり，対象となる携帯電話保有者は約

7000 万人と日本総人口の半数を超えており高精度の統

計値が取得可能である.データの時間解像度は 1 時間，

全国を一律で 24 時間 365 日カバーしている点が最大の

特徴である. 

 また，第 5 回全国幹線旅客純流動調査(2010 年)より公

表されている「207 生活圏」間での移動に対する所要時

間，費用，代表交通機関分担率を利用して距離抵抗を表

現した.そのため，居住地と目的地はいずれも同調査の

生活圏と設定した.パラメータ推定は式(2)を対数変換し，

単回帰モデルとして推定した.なお，同調査では大都市

圏内のサービス水準データがないため，大都市交通セン

サス等のデータを活用した. 

 

(2)データの処理方法 

 モバイル空間統計において携帯電話保有者の情報は個

人情報秘匿のために男女別 10 歳階級と，市町村単位の

居住地情報に限定されている.また，算出される値は人

口滞在分布データであり，目的をもってエリアに滞留し

ている人口以外も集計されることやエリアに滞留する人

口だけでなく，通過しているだけの人口も確率的に捉え

ること，少数人口の場合プライバシー保護により誤差が

発生することなどに留意する必要がある.一方で，市町

村単位の居住地情報が得られることである特定の時刻・

場所の滞在者がどこの居住地から来ているのかという入

込人口を判別できる.今回は 2015 年の毎月第 1週目の休

日(土曜日・日曜日)において，特定の時点(13時・4時)の

24 日分の値の平均値を 1 日の休日データとして利用す

ることとする.これにより，季節による変動を極力抑え，

年間を通した休日動向を把握する.13 時における推定値

は観光入込客数を 4時における推定値は宿泊者数をそれ

ぞれ表す代表的な時間帯と設定した. 

 ある地点において，滞在者の居住地が県外のものであ

るものを県境を跨ぐ移動を「観光目的移動」であると仮

定し，全国幹線旅客純流動調査の区分けである「207 の

生活圏」間の宿泊者数と入込客数それぞれの訪問率を集

計した.もちろん，モバイル空間統計では滞在者の目的

は分からず，観光以外に，私用，帰省，業務などの目的

を含んでいる.生活圏間の代表交通機関mの距離抵抗Dijm

は以下の一般化費用を用いることにする.  

 

ijmmijmijm TwCD   (3) 

 

ここで，Cijmは費用，Tijmは所要時間，wmは m 利用者

の時間価値である.さらに全国幹線旅客純流動調査より

作成した代表交通機関分担率より，各交通手段の選択確

率に応じて加重平均による重み付けを施して，生活圏間

の距離抵抗変数とした.なお，時間価値については「費

用便益分析マニュアル(H20)」，「港湾整備事業の費用

対効果分析マニュアル(H16.6)(抄)」，「鉄道プロジェク

トの事業評価手法マニュアル(2012 年改訂版)」，「空港

整備事業の費用対効果分析マニュアル Ver.4(H18.3)(抄)」 

を参考に乗用車：28.62( 円 分人⁄ )，バス：28.62( 円 分人⁄ )，

船：36.36(  円 分人⁄ )，鉄道：36.36(  円 分人⁄ )航空：

61.78( 円 分人⁄ )とした. 
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(3)推定結果 

 

図-5 集客魅力度(αj)および集客逓減率(βj)の推定結果 

 

図-5に 207生活圏のうち R-2乗値が 0.2以上の値が得

られたもの(入込客数(13 時)は 199 生活圏，宿泊者数(4

時)は 196生活圏)について αj と βjを推定した結果を示す.

モデル適合度が低かった生活圏は，沖縄を含む周りを海

で囲まれたものが多くを占め，生活圏到達までの交通手

段が限られ，距離抵抗と入込客数の関係のが上手に表現

できなかったものと考えられる. 

また，図-6 は αjの対数変換値と βjの散布図(入込客数

(13時))である.相関係数 0.639となり，両者には相関が見

られることから，αjと βjは指数関数的に相関があると言

え，αjの小さい生活圏では，アクセシビリティ改善によ

る αjの増加に対して βjの増加分が非常に大きくなり，訪

問率があまり増加せず，一方 αjの大きい生活圏では，ア

クセシビリティ改善が大きく集客に寄与することが推察

される. 

以下，観光客誘致における競合相手となる生活圏を，

そこまでの一般化費用が 10,000円以内である全ての生活

圏と仮定する.図-7 は，各生活圏において競合相手とな

る生活圏との訪問率の差を算出し，その大きさにより 3

つの群に分割したものである.訪問率差の大きい群では

αjの対数変換値と βjに一定の相関が見られ，それの小さ

い下位 2 群では，より高い相関が見られた.すなわち，

訪問率差のが βjに影響を及ぼすことが推察できる.言い

換えれば，観光客誘致における競合相手となる周辺生活

圏との位置関係が βjに影響を及ぼすことになる.このこ

とは，アクセシビリティ改善により，より遠方から小さ

い距離抵抗で観光客が訪れることが可能となる反面，観

光客誘致における競合相手が新たに増加し集客が減少す

る可能性があることを示唆している.例えば，図-5 にお

いて，訪問率の大きい首都圏内の多くの生活圏が，αjが

大きく，かつ βjも非常に大きい値を取っていることから

が，その典型である. 

 

 

図-6 αjおよび βjの関係 
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図-7 αjおよび βjの関係(3つの群の比較) 

 

4.  集客魅力度と集客逓減率に影響する交通特性の

抽出 

  

 本章では，生活圏内の交通整備状況や観光資源等のデ

ータと集客魅力度および集客逓減率の関係性を分析し，

訪問率の増減に影響を与える交通特性，観光特性を抽出

することを試みる. 

 

(1)アクセシビリティと αj，βjの比較分析 

観光入込客数(13時)及び宿泊者数(4時)の訪問率曲線に

ついて，各生活圏の αjおよび βjを，表-2に示すアクセシ

ビリティ指標の大小で 2分したグループの間の差を統計

的に確認する.具体的には中央値検定を有意水準 5％で実

施した.また，観光に関する評価指標についても同様の

方法を実施した.表-3 に検定の一部を示すが，αj，βjとも

にアクセシビリティの高い生活圏のほうがパラメータ値

が大きい傾向にあることが確認された.このことはアク

セシビリティに弱点を持ち魅力の乏しい生活圏において

は，アクセシビリティ改善による集客増加の可能性が低

いことが推察される. 

 

(2)近隣・類似生活圏間での比較分析 

前節では，中央値検定の結果ほぼすべての評価指標に

おいて，αjおよび βjとの間に有意性が見られ，アクセシ

ビリティの良い生活圏は αjが大きい傾向にあり，βjも同

様に大きい傾向にあると統計的に示した.しかし，これ

は全国を画一的に比較した際の結果であり，従って観光

地としてのカテゴリーや立地条件による影響を判断でき

ない.そこで特定の条件に従って類似の生活圏間で比較

することにより集客に影響を及ぼす交通特性・観光特性

を比較分析することにより抽出した.分析対象とする分

類は表-4に示すように，集客施設数，ホテル旅館客室数，

地理的分類，県庁所在地の有無の合計 14分類とした. 

表-3では，複数の項目において αjと βjに相関が認めら

れた一方，集客施設数の多い生活圏間においての駅密度 

 

表-2 生活圏のアクセシビリティ指標[1] 

1. 空港までの距離 

2. 新幹線駅までの距離 

3. 駅密度 

4. 高速道路施設(IC・JCT数)密度 

5. 道路実延長(主要道路) 

6. 集客施設数 

 

   表-3  中央値検定結果(全体) **:1%有意 *:5%有意 

 

 

表-4 分類表 

集客施設数 

 国土数値情報 集客施設データより入手したものを生活圏内

の数によって3段階に分類 

ホテル・旅館客室数 

 平成 27年度衛生行政報告例と平成 26年経済センサスを参考

に推定数を算出し3段階に分類 

地理的分類 

 北海道・東北地方，関東地方，中部地方，近畿地方，中国・

四国地方，九州地方の6つに都道府県別に分類 

県庁所在地の有無 

 生活圏に内に県庁所在地を含むかまたは 3大都市圏であるか

否かで分類 

 

による比較や関東地方においての道路実延長(主要道路)

による比較では αjのみに相関が見られ，また，集客施設

数の少ない生活圏間においての駅密度での比較や，中

国・四国地方においての空港までの距離での比較におい

て βjのみ相関が認められた. 

アクセシビリティが脆弱で魅力の乏しい生活圏におい

ては，アクセシビリティ改善による集客増加の可能性が

小さく，現状で魅力のある生活圏では，アクセシビリテ

ィ改善が大きく集客増加に寄与すると考察できる. 

 

(3) 中国・四国地方における道路密度と集客の関係 

前節の分析の結果，中国・四国地方において道路密度

(主要道路)が大きい生活圏ほど βj (集客逓減率)が大きく

なることが示された一方で，生活圏の道路密度(主要道

路)の大小は αj の大きさに影響を及ぼさないことが分か

った.そこで，パラメーター値を式(2)に当てはめた予測

値ベースで，アクセシビリティ改善による集客の変化を

吟味する. 

新幹線駅までの距離

P値 判定 P値 判定 P値 判定

13時α 1.52781E-05 ** 5.32053E-05 ** 1.11389E-10 **

13時β 0.019298032 * 1.52781E-05 ** 1.11389E-10 **

4時α 4.8441E-06 ** 0.000203778 ** 5.68069E-08 **

4時β 0.004274734 ** 1.82153E-05 ** 5.68069E-08 **

道路実延長（主要道路）

P値 判定 P値 判定 P値 判定

13時α 2.88767E-05 ** 2.88767E-05 ** 6.15793E-12 **

13時β 0.00230439 ** 7.98043E-06 ** 9.37894E-09 **

4時α 0.000203778 ** 0.001673075 ** 6.95526E-12 **

4時β 0.010127991 * 0.001673075 ** 2.69052E-07 **

空港からの重心距離 駅密度

集客施設数ＩＣ・ＪＣＴ数密度
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図-8 は，宿泊者(4 時)について，中国・四国地方の生

活圏を道路密度(主要道路)が大きい地域と小さい地域に

2 分し，それぞれを訪問率曲線で示したものである.αjの

中央値は 0.000019，βjの中央値は交通アクセシビリティ

の良し悪しでそれぞれ 0.000076 ，0.000059である.ここに，

「大阪」「福岡」「名古屋」からの一般化費用の平均値

をそれぞれプロットした. 

図-8 で示すとおり，道路密度(主要道路)が高く，交通

アクセシビリティが充実しているといえる生活圏の方が

各地域(名古屋，大阪，福岡)からの距離抵抗の平均値は

小さい.一方で，それぞれの平均値による距離抵抗から

算出された訪問率は，いずれの地域(名古屋，大阪，福

岡)においても道路密度(主要道路)が小さく，交通アクセ

シビリティが充実していないといえる生活圏の方が大き

い値を示した.このことより，中国・四国地方において，

生活圏の道路密度(主要道路)を大きくする政策を実施し

すると集客が減少する可能性があることが示唆された. 

 道路密度(主要道路)の増加が生活圏までの距離抵抗を

低下させる一方，観光地の選択肢が拡がったことで集客

が減少する可能性が中国・四国地方にあると考えられる.

また，一部の観光客が，アクセシビリティ改善により宿

泊観光から日帰り観光へと移行することも影響している

可能性がある. 

 βjのみに相関が見られる項目が複数見られた分類項目

についても，前述と同様のことが言え，アクセシビリテ

ィ改善が集客に負の影響を及ぼす可能性があると考えら

れる.これらの生活圏においては，県外からの観光客増

加のためには，アクセシビリティ改善の交通政策だけで

なく，観光客に選ばれる観光地になるための取り組みや

観光客の滞在時間を長くする工夫など生活圏自身の魅力

を高めていくことが必要不可欠であると考えられる. 

 

 

5. おわりに 

 

本研究は，観光地訪問者数に出発地からの交通アクセ

シビリティが及ぼす影響を明らかにすることを目的とし

た.具体的には，モバイル空間統計を用いて把握した全

国からの訪問率と，全国幹線旅客純流動調査データによ

って算出した距離抵抗(所要時間・費用)の関係性から生

活圏ごとの観光入込客数(13時)および宿泊者数(4時)を距

離抵抗で説明する簡便なモデル推定を行い，全国を 207

に分けた生活圏ごとの集客魅力度，距離抵抗(所要時

間・費用)による逓減率を定量化した.さらに，これら 2

種類のパラメータと観光整備状況とを比較分析し，その

違いを説明する交通・観光特性を抽出した.関東地方や

近畿地方といった都市部では交通アクセシビリティ―の

向上が集客増加につながる傾向にある一方，中国・四国 

表-5 近隣・類似生活圏間での比較分析結果（相関係数）   

*:5%有意 

 

 

 

 

 

図-8  中国・四国地方における道路密度と訪問率 
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といった地方部では交通利便性の向上が集客増加に繋が

りにくい傾向にあることが示された.これは集客施設の

少ない生活圏や，生活圏自体に魅力の乏しい生活圏や宿

泊施設の少なく観光客の受け入れ体制の整っていない生

活圏などでも見られ，それらの生活圏においては交通政

策による集客増加に対する恩恵があまり見込めないため，

観光客に選ばれる観光地になるための取り組みや観光客

の滞在時間を長くする工夫など生活圏自身の魅力を高め

ていくことが必要不可欠であると考えられる. 

なお，今回の分析では，近隣の生活圏からの集客が十

分に計上されたおらず，αj(集客魅力度)の値が実際より

も小さい値になっている可能性があるためこれを改善す

る必要があるとともに，提案モデルによって説明できな

かった沖縄など移動交通手段が限られている生活圏での

モデル再構築，季節別の分析や交通手段別の分析なども

今後の課題としたい. 
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補注 

[1]  該当施設までの距離は国土数値情報・統計でみる

市区町村のすがた 2015(総務省統計局)から情報を

入手し，各生活圏の重心と結び GIS上で算出した.

なお，この研究で扱う距離は現地の地形状況など

を考慮した実距離ではなく，直線距離である. 

集客施設数は国土数値情報集客施設データでま

とめられたアトラクションや展示会など催事が

開催できる空間(部屋)を有する施設及び興業，ス

ポーツなどが観覧できる「観覧席」を有する施

設など，交流拠点の形成や周辺の地域資源を加

えた「交流ゾーンの拠点」となる施設について

その代表的なものを統合したものである. 
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